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界保健機関（World Health Organization: WHO）がリスク評価を行い、警
戒レベルを設定する。この他、残留性有機汚染物質に関するストックホルム条
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とる（強調筆者）」の文言
は、第３条２項の「国際的な基準（…）に適合する
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ているTPP（the Trans-Paciﬁc Partnership Agreement/ the Trans-Paciﬁc 
Strategic Economic Partnership Agreement：環太平洋戦略的経済連携協定）
においても、第７章にSPS措置の規定が置かれている。TPPは第７条３項の
２で「本章と実施協定がSPS 協定の加盟国としての権利と義務を制限しない」
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九州国際大学法学論集　第18巻　第１・２合併号（2011年）
と確認している。したがって、TPPに入ると食の安全が脅かされるのではな
いか、という懸念はこの規定により一定程度解消されよう。とはいえ、TPP
上の協力義務がSPS協定上認められたリスク評価に対してどのような影響を
及ぼし得るか、未知数である上、特に農産物輸入国にとっては重大な関心事で
ある。
　本研究は、グローバルリスクの意義についてもSPS協定についても、先行
研究に依拠するところが多い。今後、グローバルリスク及びグローバルリスク
マネジメントについて、国際法との係わりを視座に明確にしていくことが期待
される。
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